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第１章  序 論  
 
１．１  本研究の背景および目的  
 鋼の連続鋳造の歴史は， 1856 年の Bessemer 1)による原理考案， 1886 年の
Atha の鋳造実験 2）に端を発した。そして， 1947 年の Junhans による振動式
鋳型，鋳型潤滑剤，浸漬ノズルの開発 3, 4）， 1959 年の Haliday による連続鋳
造機内における鋳片の曲げ矯正技術の開発 5）を経て，原理考案から約１世紀
を要して現在の工業的連続鋳造の基本骨格が築かれた。また，日本において
も， 1955 年に初めてビレット連続鋳造機を住友金属工業㈱が導入し， 1960
年にスラブ連続鋳造機を八幡製鐵㈱光製鐵所が導入した。  









しており， 2011 年には 15 億 ton を超えた。特に中国における粗鋼生産量の
増加が著しく，現在の粗鋼生産量は全世界の約半分を占めるに至っている。
また，連続鋳造比率は， 2011 年には全世界平均でも 95%近くに達しており，
















ルギー多消費型産業である。原料である鉄鉱石 Fe2O3 を炭素 C により還元す
る際に大量の CO2 が発生する。また，炉内温度が 2200K に達する製銑工程，
約 1800K の溶銑や 700～ 1300K の鋳片を対象とする製鋼工程，圧延工程等のそ









































































































１．２  本研究の対象とする技術課題  
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Tu n d i s h  
C o n t i n u o u s  
c a s t i n g  
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年代後半から，「直送熱間圧延法（ HDR： Hot Direct Rolling）」 13, 1 4）や「高

























 これに対し，鋳片表面欠陥を防止するために，溶鋼の高清浄化 18 ,1 9)（非金
属介在物や気泡の低減），鋳型振動方法の改善 20 )や連鋳フラックスの改善 21)，
電磁力など外力の利用 22 -27 )等，様々な改善が行われてきた。特に，電磁力の
利用のうち連続鋳造において古くから実用化されたものとして，鋳型内電磁








































Fig.1.5  Continuous cast ing process and hot roll ing process .  
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Fig.1.7  Principle of EMC. 
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始めた 1 8, 35, 36）。そして当初は定性的な解析しかできなかったが，現在は，複
数の物理化学現象を連成し，定量的な非定常解析ができる事例も増えた 3 7- 41）。 
連続鋳造における流体現象は多くの場合，乱流状態であり，マルチスケー
ル性，マルチフェイズ性，マルチフィジクス性を有している。具体的には，
プロセスの代表長さは数 10cm～数 m であるが，鋼の凝固組織の大きさは数 m




















き ， 全 て の 大 き さ の 流 動 を 数 値 解 析 す る Direct Numerical Simulation 
(DNS)43 )が理想である。但し， DNS は，莫大な計算時間と容量が必要であり，
近未来も含めて連続鋳造プロセスにおける流体解析への適用は非現実的であ
る。そこで，通常は，基礎方程式に時間的平均操作，もしくは空間的平均操
作を施し，離散間隔より大きな流動： Grid scale（ GS） flow を解き，離散間




42)等の Reynolds Averaged Simulation （ RAS）が通常用いられている。但し，
時間的平均操作を施すことから，精緻な非定常解析には適さない場合がある。
一 方 ， 基 礎 方 程 式 に 空 間 的 平 均 操 作 を 施 す 手 法 と し て は ， Large Eddy 





























Sub grid scale flow
Sub grid scale flow
Sub grid scale (SGS) flow




１．３  本論文の構成  
 第 1 章の序論と第 6 章の結論を除くと，本論文は四つの章で構成される。  
 第 2 章では，運動量保存式の対流項の離散化に三次精度風上差分を用いる
数値流体解析手法に関する妥当性の評価を行った。  
 第 3 章では，エネルギー保存式の対流項の離散化に三次精度風上差分を用
いる数値流体解析手法，および Large Eddy Simulation と同様の乱流モデル
を用いた数値流体解析手法に関する評価を行った。そして，連続鋳造プロセ
ス（電磁鋳造技術）開発における適切な数値流体解析手法を検討した。  
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第２章  三 次 精 度 風 上 差 分 法 に よ る  
     一 様 等 方 性 乱 流 の 数 値 解 析  
    （波数空間における検討）  
 




















２．２  記号  
  C  ：数値粘性項の定数  
   KE  ：エネルギースペクトル  cm3/s 2 
  f  ：変数 f の空間平均  
  
*f  ：変数 f の共役複素数  
18 
 
  H  ：格子空間  cm 
  K  ：波数ベクトル  1/cm 
  iK  ：波数ベクトルの各成分  1/cm 
   ( i =1， 2， 3 は x , y , z に対応）  
  M  ：格子乱流のグリッド幅  cm 
  p  ：圧力  Pa 
  Re  ：レイノルズ数（ MU0 ）  
  t  ：時間  s 
  t  ：時間差分間隔  s 
  iu  ：速度の各成分  cm/s 
  0U  ：格子乱流の主流成分  cm/s 
  ix  ：空間座標  cm 
  ix  ：空間差分間隔  cm 
    ：フィルタ幅  cm 
    ：無次元時間（ MtU 0 ）  
    ：動粘性係数  cm2/s 
 
２．３  数値解析手法  













































































２．３．２  差分法  
式 (2.1)の非線形項（右辺第 1 項）は，三次精度風上差分法である河村法
















































         ･･････(2.3) 
ただし， J
iu は格子点 J における速度 iu を表している。  






























  ･･･････(2.5) 
となる。つまり，式 (2.3)の右辺第 2 項は速度の 4 階微分に比例する数値粘性
項とみなすことができ， C は数値粘性の大きさを表す定数となる。  
 非線形項以外の項については空間的に中心差分，時間的にはオイラーの陽















して（ t は時間差分間隔），フーリエ法 8 )により解を求めた。  
以上より与えられた速度場に対して式 (2.2)から圧力場を計算し，この速度
場，圧力場を用いて式 (2.1)より時間 t 後の速度場を求めることができる。  
 
２．３．３  解析条件  
解析領域としては一辺が 32cm の立方体を対象とし，格子数としては 16×
16×16 と 32×32×32 の二種類を選んだ。また，境界条件としては速度，圧
力 に 関 す る 周 期 的 境 界 条 件 を 用 い た 。 さ ら に ， 初 期 条 件 と し て は




 非圧縮性，  
   0KuK ii  ･･･････(2.6) 
 実速度，  
     *KuKu ii   ･･･････(2.7) 
 等方性，  
     0KuKu ji , ji   ･･･････(2.8) 
 エネルギースペクトル，  
        2* 2 KKEKuKu ii   ･･･････(2.9) 
を満足するように乱数を発生させ速度場を求めた 1 0)。ここで，K は波数ベク
トルを，  Ku i は波数空間における速度場を，  KE はエネルギースペクトル
を表している。また， *f は変数 f の共役複素数を， f は変数 f の空間的平
均を表している。  
計算は無次元時間数  42 から  98 まで行った。  
 
２．４  数値解析結果  
２．４．１  変数 C の影響  
数値粘性の大きさを表す定数 C の及ぼす影響を調べるため， C 0.2～ 1.5
の範囲で一様等方性乱流の減衰の数値解析を行った。  
Fig.2.1 に格子間隔 H が 2cm，格子数が 16×16×16 の場合の初期速度場の
エネルギースペクトルを示す。図中，実線は Comte-Bellot らの実験値を，黒





このような初期条件から計算を始めた場合の無次元時間  98 の時点にお
けるエネルギースペクトルを， C の値をパラメータにして Fig.2.2～ 2.6 に
示す。Fig.2.2 に示す C 0.2 の場合，Comte-Bellot らの実験値に比べ数値解
析結果は，高波数成分の減衰が小さく，また，計算の不安定性のために高波
数成分のばらつきが大きいことがわかる。Fig.2.3 に示す C 0.3 の場合，平
均値としては実験値に近いものとなっているが，高波数成分のばらつきは大
きい。Fig.2.4 に示す C 0.5 の場合，計算の安定性が増し， C 0.2，0.3 の
場合に比べると高波数成分のばらつきは小さいが，Comte-Bellot らの実験値
に比べて高波数成分の減衰が著しいことがわかる。Fig.2.5，2.6 に示した C
1.0， 1.5 の場合には高波数成分の減衰はさらに著しい。  











    
 Fig.2.1 Ini tial energy spectrum Fig.2.2 Energy spectrum 
  (H=2cm, =42).    (=2cm, =98, C=0.2) . 
 
 
      
 Fig.2.3 Energy spectrum Fig.2.4 Energy spectrum 




   
 Fig.2.5 Energy spectrum Fig.2.6 Energy spectrum 




２．４．２  三次精度風上差分法とフィルタ操作  


























  ･･･････(2.10) 
を用いることにする。ここで，  はフィルタ幅である。  
Fig.2.7 は C 0.5 の場合の解析結果を示す。この図で波線はフィルタ操作
を施さない実験値，実線は格子間隔の 1.2 倍のフィルタ幅をもつフィルタ操
作を施した実験値を示している。この図から C 0.5 の場合の解析結果は，
 1.2 H のフィルタ操作を施した実験値とよく一致していることがわかる。
また，Fig.2.8 には C 1.0 の場合が示されているが，この場合は  1.8 H の
フィルタ操作を施した実験値とよく一致している。  
 以上から， C 0.5 の場合，三次精度風上差分法を用いた数値解析手法は
Large Eddy Simulation と同様にフィルタ関数により空間平均された基礎方
程式を解くことと等価であることがわかる。この際，三次精度風上差分法は，
サブグリッドスケールの乱流モデルとして人工的な 4 階微分を導入している









 Fig.2.7 Energy spectrum Fig.2.8 Energy spect rum 




２．４．３  格子間隔の影響  
 前節において示した等価的なフィルタ幅は格子間隔の関数でもあると考え





解析結果のうち無次元時間  98 の時点におけるエネルギースペクトルを，
定数 C の値をパラメータとして Fig.2.10～ 2.12 に示す。Fig.2.10 に示す C




0.5 の場合，  1.7 H のフィルタ操作を施した実験値に非常によく一致して
おり，Fig.2.12 に示す C 1.0 の場合は，  2.4 H のフィルタ操作を施した
実験値に非常によい一致を示している。  
このように，定数 C の値が大きくなるにつれて等価的なフィルタ幅も広く
なることは，格子間隔が 2cm の場合と同様であり，同じ C の値に対して格子




   
 Fig.2.9 Ini tial energy spectrum Fig.2.10 Energy spectrum 







     
 Fig.2.11 Energy spectrum Fig.2.12 Energy spectrum 
  (H=1cm, =98, C=0.5).    (H=1cm, =98, C=1.0) .  
 
 
２．４．４  乱流エネルギーの減衰  
 以上の数値解析結果と Comte-Bellot らの実験値との比較から，三次精度風






行う。 Fig.2.13 は格子数が 16×16×16 の場合の乱流運動エネルギーの減衰
を示しており，縦軸は無次元化された乱流運動エネルギーの逆数を，横軸は
無次元時間を示している。図中，実線は Comte-Bellot らの実験値を，破線は
 1.2 H のフィルタ操作を施した実験値を，一点鎖線は  1.8 H のフィル
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タ操作を施した実験値を示している。この図から C 0.2， 0.3 の場合には乱
流運動エネルギーの減衰を小さく見積もっており， C 1.5 の場合には逆に
乱流運動エネルギーの減衰を大きく見積もっていることがわかる。これに対
して C 0.5， 1.0 の場合には全領域において解析結果とフィルタ操作を施し
た実験値はよく一致している。  
Fig.2.14 には格子数が 32×32×32 の場合の乱流運動エネルギーの減衰が
示されている。この図で，実線は実験値を，破線は  1.7 H のフィルタ操作
を施した実験値を，一点鎖線は  2.4 H のフィルタ操作を施した実験値を示











Fig.2.13 Dissipation of  turbulence kinematic energy ( H=2cm).  
 
 










 （２）数値粘性の大きさを表す定数 C は 0.5 から 1.0 程度が適切であり，
C の値が大きくなるにつれ等価的なフィルタ幅  は広くなる。また，同じ C
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第３章  一 様 等 方 性 乱 流 中 の 温 度 場 の 拡 散  
    （三次精度風上差分法による数値解析）  
 
３．１  緒言  
 第 2 章では，運動量保存に関する流体の基礎方程式（ナビエ・ストークス
方程式）の対流項の離散化に三次精度風上差分法を用いる数値流体解析手法
1-5 )に関して検討し，この手法はフィルタ関数により空間平均された基礎方程
式を解く手法と等価であることを明らかにした 6 )。  
一方，パッシブスカラ場の計算に対してもこの手法が適用されている 7)。
但し，その妥当性，適用範囲などについては明らかにされていない。  
 そこで，本章では，三次精度風上差分法の一つである河村法 1 -3)を用いて，
パッシブスカラと考えられる温度場の拡散を伴う一様等方性乱流の数値解析





３．２  記号  
  tC  ：温度場に対する数値拡散項の定数  
  ttC  ： SGS 拡散項の定数  
  uC  ：速度場に対する数値拡散項の定数  
   KEt  ：温度場のエネルギースペクトル  k2･cm 
   KEu  ：速度場のエネルギースペクトル  cm3/s 2 
  f  ：変数 f の空間平均  
  
*f  ：変数 f の共役複素数  
  H  ：格子空間  cm 
  K  ：波数ベクトル  1/cm 
  iK  ：波数ベクトルの各成分  1/cm 
   l  ：無次元距離  Mx  
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     ：無次元時間（ MtU 0 ）  
  M  ：乱流発生格子の間隔  cm 
  p  ：圧力  Pa 
  Pr  ：プラントル数（  ）  
  Re  ：レイノルズ数（ MU0 ）  
  t  ：時間  s 
  t  ：時間差分間隔  s 
  T  ：温度  K 
 CT  ：乱流発生格子点での温度上昇  K 
  iu  ：速度の各成分  cm/s 
  0U  ：格子乱流の主流成分  cm/s 
  ix  ：空間座標  cm 
  ix  ：空間差分間隔  cm 
    ：フィルタ幅  cm 
    ：動粘性係数  cm2/s 
    ：温度拡散係数  cm2/s 


































  i  ：座標の各成分  ( i =1， 2， 3 は x , y , z に対応）  
 
３．３  数値解析手法  































































































ここで，式 (3.2)の右辺第 2 項は数値的な誤差に対する補正項である。
 
 
３．３．２  差分法  


















































         ･･････(3.4) 
ただし， J
iu は格子点 J における速度 iu を表している。同様に，温度場に関し

































         ････(3.5)
 
ただし， JT は格子点 J における温度を表している。  





























  ･･･････(3.7) 
34 
 
となる。つまり，式 (3.4)の右辺第 2 項は速度の 4 階微分に比例する数値粘性
項とみなすことができ， uC は数値粘性の大きさを表す定数となっている。  






























  ･･･････(3.9) 
となる。つまり，式 (3.5)の右辺第 2 項は温度の 4 階微分に比例する数値拡散
項とみなすことができ， tC は数値拡散の大きさを表す定数となっている。  
非線形項以外の項については空間的に中心差分，時間的にはオイラーの陽
解法 9 )を用いて差分化を行った。なお，オイラー法とアダムス・バッシュホ
ース法 1 0)を用いた数値解析を行い，両者の差は 1％以下であることを確認し















フーリエ法 11 )により解を求めた。  
以上より与えられた速度場に対して式 (3.2)から圧力場を計算し，この圧力
場を用いて式 (3.1)より時間 t 後の速度場を求めることができる。同様に，
計算された速度場を用いて時間 t 後の温度場を求めることができる。  
 
３．３．３  解析条件  
解析領域としては立方体を対象とし，格子数としては 16×16×16（ H 1cm）
および 32×32×32（ H 0.5cm）の二種類を選んだ。また，境界条件としては
速度，温度，圧力に対し周期的境界条件を用いた。  
Yeh らの格子乱流に関する実験 8 )は，無次元距離  Mxl  が 25 から 46.6
まで行われた。そこで ,計算の初期条件としては，無次元距離 l 25 における





 非圧縮性，  
   0KuK ii  ･･･････(3.10) 
 実速度，  
     *KuKu ii   ･･･････(3.11) 
 等方性，  
     0KuKu ji , ji   ･･･････(3.12) 
 エネルギースペクトル，  
        2* 2 KKEKuKu uii   ･･･････(3.13) 
また，温度については次の二条件，  
 実温度，  
     *KTKT   ･･･････(3.14) 
 エネルギースペクトル，  
        2* 2 KKEKTKT t   ･･･････(3.15) 
を満足するように乱数を発生させ速度場，温度場を決定した。ここで， K は
波数ベクトルを，  Ku i は波数空間における速度場を，  KEu は速度に関する
エネルギースペクトルを表している。また，  KT は波数空間における温度場
を，  KEt は温度に関するエネルギースペクトルを表している。また， *f は
変数 f の共役複素数を， f は変数 f の空間的平均を表している。  
計算は無次元距離 l 25 から l 46.6 まで行った。なお，無次元距離 l は，  
  MtUMxl o /  ･･･････(3.16) 
となり，第 2 章で用いた無次元距離  と等価であるが，本章では Yeh らの実
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験 8)に基づき無次元距離 l を用いる。  
 
３．４  数値解析結果および考察  
３．４．１  速度場  
 パッシブスカラの拡散を伴う一様等方性乱流の減衰を調べるために，まず
速度場について検討を行った。  
Fig.3.1 に格子間隔 H が 1cm，格子数が 16×16×16 の場合の速度の初期エ
ネルギースペクトルを示す。図中，実線は Yeh らの実験値を，黒丸は計算に
より求められた初期速度のエネルギースペクトルを示している。この格子で
分解可能な最大波数は H 3.14cm-1 であり，この波数以上では計算により
求められた値は実験値を下回っているが，この波数以下でほぼ一致しており，
初期速度場が適切であることがわかる。  
速度に対する数値粘性の大きさを表す定数 uC の値については uC 0.5～
1.0 が適切であることを第 2 章で示した。また， uC 1.0 が広く用いられて
いることから uC 1.0 とした。上述の初期条件から計算を始めた場合の無次


























  ･･･････(3.17) 




距離 l を示している。図中，一点鎖線は Yeh らの実験値を，破線は  2.0 H の
フィルタ操作を施した実験値を示している。この図から解析結果は，無次元
距離 l が 40 以上において，  2.0 H のフィルタ操作を施した実験値と良く一
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解析における l が 25 から 40 まではその無次元距離に相当すると考える。  
 
 
   
 Fig.3.1 Ini tial energy spectrum Fig.3.2 Energy spectrum 
  of velocity f ie ld   of velocity f ie ld  







Fig.3.3 Dissipat ion of turbulence kinematic energy  




３．４．２  温度場  
 次に，温度場について検討を行う。格子間隔，格子数は速度場と同様であ
る。 Fig.3.4 に温度の初期エネルギースペクトルを示す。図中，実線は Yeh
らの実験値を，黒丸は計算により求められた初期温度のエネルギースペクト
ルを示している。速度場の場合と同様に，この格子で分解可能な最大波数
H 3.14cm- 1 以上では計算により求められた値は実験値を下回っているが，
この波数以下でほぼ一致しており初期温度場が適切であることがわかる。  
 次に uC 1.0 とし，温度に対する数値粘性項の大きさを表す定数 tC の値を
1.0，2.0，4.0 とした場合の，無次元距離 l 46.6 における温度のエネルギー
スペクトルを Fig.3.5～ 3.7 に示す。図中，実線は Yeh らの実験値に  2.0 H






等価的なフィルタ幅が増加することがわかる。また， tC 2.0 の場合に高波























    
 Fig.3.4 Ini tial energy spectrum Fig.3.5 Energy spectrum 
  of thermal f ie ld   of thermal f ie ld  
  (H=1.0cm).    (3 r d  order upwind scheme, H=1.0cm).  
 
   
 Fig.3.6 Energy spectrum Fig.3.7 Energy spectrum 
  of thermal f ie ld   of thermal f ie ld  
  (3
r d
 order upwind scheme, H=1.0cm).  (3
r d







Fig.3.8 Dissipat ion of turbulence thermal energy  




３．４．３  他のモデルの検討  




さて， Large Eddy Simulation（ LES） 1 3,1 4)においては，パッシブスカラ保
存式の Sub grid scale（ SGS）拡散項として，通常，渦拡散仮説に基づく
Smagorinsky モデル 1 5,1 6)が使用されている。そこで，ここでも，Smagorinsky 
モデル 1 5,1 6)で用いられている次式 (3.18)の SGS 拡散項を，式 (3.5)右辺第 2
項の数値粘性項のかわりに採用する。   
 l  
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この操作により温度の 4 階微分のかわりに，数値拡散項として，温度の 1
階微分と速度の 2 階微分の積，あるいは温度の 2 階微分と速度の 1 階微分の
積で表される項を含むこととなる。また ttC は SGS 拡散項の大きさを表す定数
である。  
uC 1.0， tC 0 として， ttC 0.2， 0.35， 0.5 の三つの場合について，計
算 に よ り 求 め ら れ た l 46.6 に お け る 温 度 の エ ネ ル ギ ー ス ペ ク ト ル を




べて低波数領域の減衰が大きく，  2.0 H のフィルタ幅を施した実験値と低
波数領域で良く一致していることがわかる。特に， ttC 0.35 の場合には，全




一点鎖線は Yeh らの実験値を，破線は  2.0 H のフィルタ操作を施した実験
値を示している。ここで採用したモデルでは比較的多くのエネルギーを含む
低波数領域の減衰を適切に予測できるため，解析結果は無次元距離 l が 40 以











   
 Fig.3.9 Energy spectrum Fig.3.10 Energy spectrum 
  of thermal f ie ld   of thermal f ie ld  






Fig.3.11 Energy spectrum of  thermal f ie ld  
(SGS model,  H=1.0cm). 
 
 
Fig.3.12 Dissipation of  turbulence thermal energy  
 (SGS model ,  H=1.0cm).  
 
 l  
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３．４．４  格子間隔の影響  
 3.4.3 節において示した等価的なフィルタ幅  は，格子間隔の関数でもあ




クトルを示す。この格子で分解可能な最大波数（ H 6.28cm -1）以下では
初期分布が実験値とほぼ一致しており，初期速度場が適切であることがわか
る。  
uC 1.0 として，上述の初期条件から計算を始めた無次元距離 l 46.6 にお
ける速度のエネルギースペクトルを Fig.3.14 に示す。この図から，解析結果
は等価的に  2.6 H のフィルタ幅をもつフィルタ操作を施した実験値と良
く一致していることがわかる。Fig.3.15 は乱流運動エネルギーの減衰を示し
ており，図中，一点鎖線は Yeh らの実験値を，破線は  2.6 H のフィルタ操
作を施した実験値を示している。Fig.3.15 においても解析結果は，無次元距
離 l が 40 以上において  2.6 H のフィルタ操作を施した実験値と良く一致








 uC 1.0 の場合について，人工拡散項として SGS 拡散項を採用し，温度に
対する数値拡散の大きさを表す定数 ttC の値を 0.2， 0.3， 0.4 とした場合の，
無次元距離 l 46.6 における温度場のエネルギースペクトルを Fig.3.17～





等価的なフィルタ幅が増加することがわかる。また， ttC 0.3 の場合の解析
結果は，速度場と同じ  2.6 H のフィルタ幅をもつフィルタ幅をもつフィル
タ操作を施された実験値とよく一致していることがわかる。Fig.3.20 は温度
の乱れエネルギーの減衰を示しており，図中，一点鎖線は実験値を，破線は
 2.6 H のフィルタ操作を施した実験値を示す。 ttC 0.3 の場合，無次元距





   
 Fig.3.13 Ini tial  energy spectrum  Fig.3.14 Energy spectrum 
  of velocity f ie ld   of velocity f ie ld  





Fig.3.15 Dissipation of  turbulence kinematic energy  
 (3 r d  order upwind scheme, H=0.5cm) .  
 
    
 Fig.3.16 Ini tial  energy spectrum  Fig.3.17 Energy spect rum 
  of thermal f ie ld   of thermal f ie ld  
  (H=0.5cm).   (SGS model,  H=0.5cm). 




    
 Fig.3.18 Energy spectrum Fig.3.19 Energy spectrum 
  of thermal f ie ld   of thermal f ie ld  
    (SGS model,  H=0.5cm).  (SGS model,  H=0.5cm). 
 
 
Fig.3.20 Dissipation of  turbulence thermal energy  
 (SGS model ,  H=0.5cm).  
 l  
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３．５  連続鋳造プロセス開発における乱流の数値解析手法  












つまり， Large Eddy Simulation の使用が望ましいと結論づけられる。  
 そこで，次章以降で述べる電磁鋳造技術開発における数値流体解析では，
計算時間や記憶容量等の制約がなければ， Large Eddy Simulation を使用す
ることとした。  
 






（２）エネルギー保存式の対流項の離散化に人工拡散項として Large Eddy 
Simulation と同じく渦拡散仮説に基づく数値粘性項を用いることにより，解
析結果はフィルタ操作を施された実験値と良く一致する。  
 （３）格子間隔が 1cm，格子数が 16 3 の場合， uC 1.0， ttC 0.35 とすると，
速度場，温度場ともに解析結果は実験値に  2.0 H のフィルタ操作を施した
ものと良く一致する。また，格子間隔が 0.5cm，格子数が 32 3 の場合， uC 1.0，
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ttC 0.3 とすると，速度場，温度場ともに解析結果は実験値に  2.6 H のフ
ィルタ操作を施したものと良く一致する。  
 （４）連続鋳造プロセスを対象とした精緻な数値流体解析には，計算時間




1) T. Kawamura,  K. Kawahara: AIAA paper ,  84-0340 (1984).  
2)  T. Kawamura,  K. Kawahara: AIAA paper ,  85-0376 (1985).  
3)  河村哲也 :  第 17 回乱流シンポジウム講演論文集 ,  (昭 60-7),  140.  
4)  B. P.  Leonard: Proc.  2nd Natl .  Symp. on Numer.  Propert ies and  
 Methodologies in Heat Transf . ,  (1 983),  211.  
5)  Y. Takamoto, H. Yamabe, Y. Abe and H. Naitou: Res.  Rep. of Inst.  of Plasma  
 Phys. ,  Nagoya Univ.  IPPJ,  693(1984),  33.  
6)  T. Miyauchi and M. Tani:  日本機械学会論文集 B 編 ,  53 (1987),  486.  
7)  T. Hasegawa,  S.  Yamaguchi and N. Ohiwa:  日本機械学会論文集 B 編，  
 53(1987),  102.  
8)  T. T. Yeh and C. W. Uan Atta: ,  J.  Fluid Mech. ,  58-2 (1973),  273.  
9)  赤松隆 :  数値計算 ,  コロナ社 ,  16 版  (昭 59),  347.  
10)  赤松隆 :  数値計算 ,  コロナ社 ,  16 版  (昭 59),  345.  
11) パトリック･J･ローチェ :コンピューターによる流体力学 <上 >,構造計画  
 研究所 ,  (1983),200.  
12)  S.  Shannan, J .  H. Ferziger and W. C. Reynolds: Re p. of Dept.  of Mech. Eng.,  
 Stanford Univ. ,  TF-6 (1975).  
13)  J .  W. Deardorff :  J.  Fluid Mech. ,  41(1970),  453.  
14)  T. Miyauchi,  T.  Saitoh and M. Tani: 日本機械学会論文 B 編， 53(1987),  
 816.  
15)  J .  Smagorinsky:  Month.  Wea. Rev. ,  91(1963),  99–164.  
16)  D. K. Lil ly:  NCAR Manuscript 123(1966).  
  51 
   
第４章  ス ラ ブ 電 磁 鋳 造 （ E M C ） 技 術 の 開 発  
 
４．１  緒言  
鋼の連続鋳造における初期凝固部，すなわち，鋳型の溶鋼湯面近傍に電磁









～ d)の電磁鋳造技術は，一般財団法人  金属系材料研究開発センター（ JRCM）
が実施した「エネルギー使用合理化金属製造プロセス開発」12）において，ビ
レット等の比較的小さな断面を有する鋳片を対象にした連続鋳造への適用に





いる 15）。  
さらに近年，中国においても，電磁鋳造技術に関して，数値流体解析によ
る検討 1 6,1 7），ビレット鋳片を対象にした低融点合金の鋳造試験 18 )，鋼のパ
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大幅に改善されることを示した 8）。また，幅 1200mm,厚み 250mm，および幅
1600mm，厚み 250mm といった大断面スラブ鋳片を対象にしたプラント鋳造試
験を行い，注湯量制御等，操業性に関して電磁ピンチ力を印加しない通常の




なお，本報告内容は，財団法人  金属系材料研究開発センター（ JRCM）が旧･
通商産業省の補助金を受けて実施した「エネルギー使用合理化金属製造プロ
セス開発」の成果の一部 6- 8）と，独立行政法人  新エネルギー・産業技術総合
開発機構（ NEDO）と新日本製鐵（株）（現：新日鐵住金（株））との共同研究
「省エネルギーと高品質化のための高効率スラブ鋳片電磁鋳造技術の研究開
発」において得られた成果の一部 20）である。  
 
４．２  パルス電磁鋳造技術の原理と基礎検討  
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４．２．２  基礎実験  
 まず，電磁ピンチ力を間欠印加した場合の溶融金属（溶鋼）の状態を評価
するために， Fig.4.2 に示す水銀を用いた基礎実験を行った。水銀を入れた
ガラスビーカー（内径 100mm）の周囲にソレノイドコイル（高さ 60mm， 140
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ターン）を設置し，交流電流（電流 180A，周波数： 200Hz）を間欠的に通電
した。その際，次式で定義される間欠印加のパラメータ Dutyを変化させた。 
     ｔ
  







Velocity）の半径方向成分を，静止状態の水銀表面下 10mm かつ半径の 1/2
位置において，電磁流速計（ Vive's plobe 21））を用いて測定した。 Fig.4.2




定的に保持することが期待できる 8）。  
 





Volume of Fluid（ VOF）法 23 )を用いて溶鋼の非定常数値流体解析を行った。
乱流解析手法としては Large Eddy Simulation（ LES） 24 ,25），サブグリッドス


























 …  (4.2) 
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電磁ピンチ力の式，  












   …  (4.3) 
質量保存式（溶鋼，溶融フラックス），  
   0 U  …  (4.4) 
運動量保存式（溶鋼，溶融フラックス），  





  …  (4.5) 
ここで， J0：電流密度（ A/m
2），μ e：透磁率（ H/m）， A：磁束密度に対する
ベクトルポテンシャル（ Wb/m），σ：導電率（ S/m）， t：時間（ s），φ：電位
のスカラーポテンシャル（ V），F：電磁ピンチ力（ N/m3）， U：流速（ m/s）， P：
圧力（ Pa），ｇ：重力加速度（ m/s 2），ρ：密度（ kg/m 3），μ：粘性係数（ Pa s）
である。なお，流体解析には，数値流体解析用ソフトウェアである FLUENT 28 )
を使用した。  
Fig.4.3 に鋼のビレットの電磁鋳造を対象とした解析結果の一例を示す。
鋳造条件は，鋳型サイズ： 160mm 角，鋳造速度： 2m/min，浸漬ノズル：下向
き 1 孔である。また，電磁鋳造時のコイル電流値は 4000A，交流磁場の周波
数は 200Hz ， Dutyは 50%である。電磁ピンチ力を連続的に印加した場合は，
溶鋼湯面形状が鋳型の周方向に不均一であるのに対して，電磁ピンチ力を間
欠印加した場合は，溶鋼湯面形状が鋳型の周長方向に均一であることがわか
る 8）。  
  
  56 










  57 
   
 
                             
        
     (a)  Convex height vs.  Duty          (b)  Induced velocity vs .  Duty  
Fig.4.2 Pulsative imposit ion of electromagnetic f ield .  
 
 
          (a)Continuous imposit ion           (b)Pulsat ive imposit ion  
Fig.4.3 Simulated free surface shape of molten steel .  
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４．３  ビレットの実機連鋳機による鋳造試験  




機を用いたプラント鋳造試験を行った 7 ,8）。  














で，対象鋼種は 0.08～ 0.1％ C 鋼，鋳造速度は 2m/min である。また，電磁鋳
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Fig.4.5 Mold flux consumption .  
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(b) with  EMC 
 
Fig.4.6 Surface appearance of  cast bi llet  (0.08%C steel) .  
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Fig.4.8 Number of  defects  (0.1%C steel) .  
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４．４  小断面スラブの試験連鋳機による鋳造試験  
４．４．１  鋳造試験方法  
 ビレットを対象とした電磁鋳造技術の基盤技術が確立したので，次に，ス
ラブを対象とした電磁鋳造技術の検討を行った。ここではまず，試験連鋳機
を用いた小断面スラブのパイロット鋳造試験を行った 8）。  
具体的には，機長 8m の垂直型試験連鋳機に Fig.4.9 に示すパルス電磁鋳造
用 の ソ レ ノ イ ド コ イ ル と ス ラ ブ 鋳 型 を 設 置 し た 。 鋳 型 サ イ ズ は 内 寸






交流磁場の周波数は 200Hz ，Duty は 50%である。なお，鋳造した鋼種は，低
炭アルミキルド鋼である。  
 
４．４．２  鋳造試験結果  
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れた溶鋼流動により凝固殻が洗浄されているためだと考えられる。  
 Fig.4.14 に，鋳片表面近傍のデンドライトアーム間隔を測定し，次式 29 )
から求めた初期凝固部の冷却速度を示す。  
   311.041 10743.2 V
  …  (4.6) 
ここで，










Fig.4.9 Mold and coil  for pulsat ive EMC . 
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(b) with  EMC 
 
Fig.4.10 Surface appearance of cast s lab .  
 
 
  66 
   
 




Fig.4.12 Surface roughness of cast  s lab .  
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Fig.4.14 Cooling rate a t cast  s lab surface .  
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４．５  スラブの実機連鋳機による鋳造試験  








～1600 mm×250mm の鋳型を開発した。  
そして，低融点合金を用いて実機設備における溶鋼湯面挙動を評価，確認
した上で，新日本製鐵㈱（現：新日鐵住金（株））八幡製鐵所においてスラブ
の実機連鋳機を用いたプラント鋳造実験を行った 2 0）。  
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電磁場による誘導電流分布式，  






















 …  (4.7) 
電磁ピンチ力の式，  












   …  (4.8) 
質量保存式（溶鋼，溶融フラックス），  








 …  (4.9) 









 …  (4.10) 
運動量保存式（溶鋼，溶融フラックス），  





 …  (4.11) 
      fsss   1   …  (4.12) 
      fsss   1   …  (4.13) 
 
ここで， J0：電流密度（ A/m
2），μ e：透磁率（ H/m）， A：磁束密度に対する
ベクトルポテンシャル（ Wb/m），σ：導電率（ S/m）， t：時間（ s），φ：電位
のスカラーポテンシャル（ V），F：電磁ピンチ力（ N/m 3），α s：溶鋼の体積分
率（―），α f：溶融フラックスの体積分率（―）， U：流速（ m/s），  P：圧力
（ Pa），ｇ：重力加速度（ m/s 2），ρ：密度（ kg/m3），ρ s：溶鋼の密度（ kg/m 3），
ρ f：溶融フラックスの密度（ kg/m 3），μ：粘性係数（ Pa s），μ s：溶鋼の粘
性係数（ Pa s），μ f：溶融フラックスの粘性係数（ Pa s）である。なお，流
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の低融点合金（融点： 80℃，商品名： U アロイ 80）を溶融状態で注ぎ，電磁
ピンチ力を間欠印加して湯面の安定性を評価した。但し， SUS 容器の温度上






４．５．４  鋳造試験方法  
 以上の事前検討を経て，上記のパルス電磁鋳造用の電源，ソレノイドコイ
ル，鋳型をスラブの実機連鋳機に設置して，鋳片断面サイズ 1200mm×250mm，
1600mm×250mm の低炭アルミキルド鋼を鋳造した。  




は 50%である。また， 2 孔下向き 35 度の浸漬ノズルを用いて，鋳造速度は
1.2m/min とした。なお，電磁鋳造用のコイルの高さは 400mm であり，コイル
上端を電磁ピンチ力の非印加時の溶鋼湯面高さに合わせて設置した。さらに，
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Fig.4.15 Electromagnetic  flux densi ty in the mold for Pulsative EMC . 
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Fig.4.16 Simulated Flow pattern of Pulsat ive EMC  
 (κ-ε  model ,  Coil current:4500A).  
 
 
Fig.4.17 Experiment with low-melting-point a l loy 
 (Coil current:3900A).  
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Fig.4.18 Depth  of  osci l la tion mark .  
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第５章  ス ラ ブ の パ ル ス 電 磁 鋳 造 に お け る  
    ブ リ ー ド 欠 陥 の 発 生 機 構  
 
５．１  緒言  
鋼の連続鋳造における初期凝固部，すなわち，鋳型の溶鋼湯面近傍に電磁
ピンチ力を間欠的に印加する電磁鋳造（ Electromagnetic Casting： EMC）技
術を用いると，初期凝固現象と溶鋼流動を制御することができて，鋳片の表
面品質の改善が期待できる。  






















  78 




５．２  ブリード欠陥発生状況  
新日本製鐵（株）（現：新日鐵住金（株））の八幡製鐵所製鋼工場の垂直曲








幅 1200mm のスラブにおいて得られる条件，すなわち 4500A であり，交流磁場
の周波数は 60Hz，電磁ピンチ力の間欠印加における印加時間と非印加時間の
比（ Duty）は 50%である。また，2 孔下向き 35 度の浸漬ノズルを用いて，鋳
造速度は 1.2m/minとした。なお，電磁鋳造用のコイルの高さは 400mmであり，
コイル上端を電磁ピンチ力の非印加時の溶鋼湯面高さに合わせて設置した。  
Fig.5.1 に，幅 1200mm の鋳片の表面スケール除去（ショットブラスト）後
の写真， Fig.5.2 にブリード欠陥部の鋳片表層の凝固組織写真を示す。ブリ
ード欠陥は，電磁ピンチ力の間欠印加時において鋳片の長辺表面上，短辺か







は 3～ 4mm であることがわかる。  
以上のことから，電磁ピンチ力の間欠印加により溶融フラックス層厚みが
  79 














Fig.5 .1  Sur face appearance of cast  s lab wi th b leeds  




 Casting direction 
Bleeds 
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Fig.5 .2  Bleed defec t  
    (a)  Sur face appearance of b leed  
    (b)  So lid i fica t ion s truc ture  
        in the vicini ty of b leed  













Torn solidified shell Bleed 
  81 
   
 
 
Fig.5 .3  Comparison of mold f lux consumption  




Fig.5 .4  Comparison of thickness o f mol ten f lux above steel  
between wi th and wi thout EMC  
S1/4 :  1 /4  o f slab wid th from narro w face  


























































Immersion Nozzle S1/4 S50
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加するが，乱流解析手法として， Large Eddy Simulation（ LES） 5,6），サブグ









5.6 共に，鋳型内における溶鋼湯面近傍の 1/4 領域（鋳型幅の 1/2 領域，鋳
型厚の 1/2 領域）の斜視図である。Fig.5.6 から溶鋼湯面近傍，短辺から 150









Fig.5.5 において，短辺から 150～ 200mm の長辺近傍は，電磁ピンチ力によ
る誘起溶鋼流動（ Fig. 5.5 中 [a]）と短辺から鋳型幅中心に向かう溶鋼流動
（ Fig. 5.5 中 [c]）が干渉している領域であり，鋳造試験においてブリード
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欠陥が発生した位置にあたる。ここで，短辺から鋳型幅中心に向かう溶鋼流
動（ Fig. 5.5 中 [c]）は，電磁ピンチ力による誘起溶鋼流動（ Fig. 5.5 中 [b]）
が短辺に衝突し，一部が反転して発生していると考える。この溶鋼流動の干
渉により，溶鋼湯面が局所的かつ非定常に変動して，フラックスによる潤滑
が不十分となっていると考える 4）。  
 なお， 4.5.2 において示した数値流体解析では，電磁鋳造時における溶鋼
流動の干渉や局所的な溶鋼湯面変動はわからなかった。これは，乱流解析手
法としてκ -εモデル 30 )を用いたためだと考える。つまり，基礎方程式に時
間的平均操作を施すκ -εモデル 42 )等の Reynolds Averaged Simulation （ RAS）
では，間欠的な電磁ピンチ力によって生じる非定常現象が解析できなかった
と考える。解析の目的にもよるが，鋳型内溶鋼の流動状態を精緻に数値解析
する場合は， Large Eddy Simulation（ LES）の使用が適切である。  
 また，4.5.3 において示した低融点合金を用いた湯面挙動観察においても，
局所的な湯面変動はわからなかった。これは， 5.4.2 で後述するように，低
融点合金実験時のコイル電流が 3900A であったためだと考える。  
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Fig.5 .5  Simula ted f low pattern o f mol ten s tee l  
       when applying coil  current  o f  4500A 
(Perspect ive view of 1 /4  region close  to  inter face  




Region of interference 








[a] Induced flow 
by electromagnetic 
force 
[c] Flow to center 
of mold width 
from narrow face 
(Partial counter flow of [b]) 
[b] Induced flow 
by electromagnetic 
force 
Interface between  
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Fig.5 .6  Simula ted inter face shape be tween mol ten s tee l  and  flux  
when applying co il  current  o f 4500A  
(Perspect ive view of 1 /4  region of  inter face  







Local fluctuation of interface 














Interface between  
molten steel and flux 
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５．４  ブリード欠陥抑制方法の検討  
５．４．１  フラックス溶融層厚み増加  
 まず，連鋳フラックスの溶融速度を大きくして，溶融フラックス層厚みを
増加させることを試みた。具体的には，連鋳フラックス中の低融点成分であ
る Na2O 量を 1.8 mass%から 6.0mass%に増加させた（ Table 5.1）。 Fig.5.8 に
溶融速度の評価手法を示す。るつぼに充填させた連鋳フラックス（体積：
1x10-6m 3）を 1673K に保持した大気雰囲気の電気炉中に 90 秒挿入し，空冷後，
連鋳フラックスの溶融速度を式 (5.1)で評価した。  
    tWWWrateMelting SnS   …  (5.1) 
ここで，W s：溶融前のフラックス重量（ kg），Wn：未溶融のフラックス重量（ kg），
ｔ： 1673K 保持時間（ 90s）である。  
Fig.5.9 に改善前後のフラックスの溶融速度を示す。ここで，縦軸は改善






Induced flow due to electromagnetic force 
Electromagnetic force 
Center of mold 
  87 
   

























Previous flux 1.07 4.6 1.8 4 1433
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５．４．２  局所的な溶鋼湯面変動の抑制  
次に，前述の数値シミュレーションを用いて，局所的な溶鋼湯面の変動を
抑制できる電磁ピンチ力の印加条件を探索した。具体的には，短辺から鋳型
幅中心に向かう溶鋼流動（ Fig.5.5 中 [c]）を低減させるため，コイル電流値
を下げた条件を検討した。コイル電流値が 3900A， Dutyが 50%の条件でのシ
ミュレーション結果として， Fig.5.10 に溶鋼湯面形状を示す。短辺から 150
～ 200mm の長辺近傍における局所的な溶鋼湯面変動は発生していないことが
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Fig.5 .10 Simula ted inter face shape be tween mol ten s teel  and f lux  
when applying co il  current  o f 3900A  
(Perspect ive view of 1 /4  region of  inter face  




















Interface between  
molten steel and flux 
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５．５  鋳造試験結果  
ブリード発生機構と抑制方法の検討結果を元に，スラブ実機連鋳機による
プラント鋳造試験を実施した。具体的には，低炭アルミキルド鋼を， 2 孔下
向き 35 度の浸漬ノズルを用いて，幅 1200mm，厚み 250mm，鋳造速度 1.2m/min
で鋳造した。ブリード欠陥対策としては，以下の 2 水準を試験した。  
水準 1：  ①電磁ピンチ力印加条件の適正化  
（コイル電流値： 3900A， Duty： 50%）  
  水準 2：  ①電磁ピンチ力印加条件の適正化  
（コイル電流値： 3900A， Duty： 50%）  
 ②溶融速度を増加させた改善フラックス適用  







Fig.5.13 に，水準 2 における鋳造中の溶融フラックス層厚みを改善前のデ
ータと共に示す。水準 2 の場合，電磁ピンチ力の間欠印加時においても，溶
融フラックス層厚みは 20～ 30mm を確保できており，電磁ピンチ力を印加しな
い場合と同等以上であることがわかる。  
なお，改善前のフラックスを用いてコイル電流値を 3900A にした水準 1 に
関しては，スラブの 1/4 幅位置（ S1/4）のみで溶融フラックス層厚みを測定
した。コイル電流値が 4500A の場合に比べて約 8％の増加であり，コイル電
流値を 3900A にして改善フラックスを適用した水準 2 に比べ僅かな増加であ
った。  
さらに，Fig.5.14 に，水準 2 で得られた鋳片表層のオシレーションマーク
下における爪状凝固組織（フック）の深さを当初ブリードが発生した位置も
含めて鋳片の全幅で測定した結果を，電磁ピンチ力を印加しない場合の実測
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Fig.5 .11 Compar ison of number o f b leeds  
































Effect of stabilization of interface 
between molten steel and flux 
Effect of increase in 
molten flux thickness 
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Fig.5 .12 Sur face appearanc e of  cas t  slab  that  was improved b y app lying  
    a  sui table co il  current  and the f lux wi th  higher  mel t ing ra te  
(Width:  1200mm,  Thickness:  250mm).  
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Fig.5 .13 Comparison of thickness  o f molten flux  
  between wi th and without EMC  
S1/4 :  1 /4  o f slab wi d th from narro w face  
































with EMC(3900A) +Improved flux
Immersion Nozzle S1/4 S50
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Fig.5 .14 Comparison of depth of hook in  the  vic ini ty o f the osc il la t ion mark  
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５．６  パルス電磁鋳造時のブリード欠陥の発生機構  
鋳造試験におけるブリード欠陥部の調査，連鋳フラックス消費量と溶融フ
ラックス層厚みの測定，および溶鋼流動と湯面挙動の数値シミュレーション
の結果から， Fig.5.15 に示すブリード欠陥の発生機構を推定した。  
電磁ピンチ力の間欠印加により凝固殻と鋳型との間隔が拡大し，フラック
ス消費量が増加して溶融フラックス層厚みが減少する（ Fig.5.15(a)）。また，







陥が発生している（ Fig.5.15(f)），と推定できる 3）。  
一方，ブリード欠陥対策として，電磁ピンチ力印加条件の適正化に加えて，




される（ Fig.5.16(b)），と考える。  
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Fig.5 .15 Proposed mechanism of b leed format ion  
     in the case o f improper  condit ion of EMC.  
  
Local level  rise
of interface between
molten steel and flux
due to interference









out of molten steel
Molten
flux
Decrease in molten flux
















molten steel and flux
due to interference
of molten steel flows
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Fig.5 .16 Proposed mechanism of improveme nt o f s lab qual i ty  
















molten steel and flux
by applying suitable
coil current
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第６章  結 論  
 








 以下に，本研究の構成と内容に関して総括する。  
 第 1 章では，序論として，鋼の連続鋳造プロセスが発展進化する過程において，
本研究が必要とされた背景と研究目的および本論文の構成内容について述べた。  





大きさを表す定数 C は 0.5 から 1.0 程度が適切であり，この定数 C の値が大きく
なるにつれ等価的なフィルタ幅  が広くなること，同じ定数 C の値に対して格子




 第 3 章では，エネルギー保存式の対流項の離散化に三次精度風上差分を用いる











計算時間や記憶容量等の制約がなければ， Large Eddy Simulation の使用が望ま
しいと結論づけた。  
































６．２  本研究の工学的意義と今後の課題  





を用いる手法，つまり， Large Eddy Simulation の使用が望ましいと結論づけら
れる。  















させ，工業的に有益な技術として鉄鋼業の発展に寄与するものと確信する。   
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